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序     文 
 

東ティモール民主共和国では、1999 年 8 月の独立を問う直接投票後の混乱により、多くの住民

が避難を余儀なくされ、教育施設を含む物的インフラの 7 割以上が破壊され使用不可能となるな

ど甚大な被害を受けました。 

2000年11月に国造りを担う技術系人材を育成するため、東ティモール暫定行政統治機構

（UNTAET/ETTA）が国内で唯一の公的高等技術教育機関として、東ティモール大学を開校しま

した。そして、インドネシア統治下の旧東ティモール・ポリテクニックを母体とした工学部機械

工学科、土木工学科、電気/電子工学科が設置されました。 

同工学部は国内最高の工学系教育機関であるにも関わらず、指導計画に基づいた授業の実施体

制が整備されておらず、国の求める技術者の育成が困難な状態であったため、東ティモール政府

はわが国に支援を要請し、わが国及び独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2001 年より専門家

の派遣による東ティモール大学工学部各学科のカリキュラムの策定支援や実習指導、研修員の受

入れ、さらに緊急無償資金協力による施設復旧・機材供与等を行ってきました。 

2006 年 4 月から 2010 年 3 月にかけて、同工学部の強化に不可欠な教官の能力向上を目的とし

て JICA の技術協力により実施された「東ティモール大学工学部支援プロジェクト」を通じて、

同工学部の教官の能力は改善がみられるようになりました。また、海外留学を経て修士号を取得

した教官も次第に増えてきました。こうした背景のなか、同工学部では教育の質のさらなる向上

のため、現行の 3 年制学士プログラムから 4 年制学士プログラムへ移行することを計画していま

す。東ティモール政府はこれらの取り組みへの協力を日本国政府に要請し、同要請を受けて JICA

は後継事業である「東ティモール大学工学部能力向上プロジェクト」を実施することになりまし

た。 

今般、同工学部に対する協力を継続することにより、教官のさらなる教育能力の向上はもとよ

り、工学部が組織としての運営管理体制を強化し、4 年制学士プログラムを通じて地域社会への

貢献を見据えた実践的な調査研究活動が促進されることを期待しています。 

本報告書は、プロジェクト開始までの各種調査と実施協議の結果をまとめたもので、今後のプ

ロジェクトの展開にあたって活用されることを願うものです。 

ここに、調査にご協力頂いた本邦の支援大学や在東ティモール日本大使館をはじめとする内外

関係者の方々に深い感謝を申し上げるとともに、引き続き一層のご支援をよろしくお願いいたし

ます。 

 

平成 23 年 1 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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略語 英語 日本語訳 

CADETES 

The project for the Capacity Development of the 

Teaching Staff in the Faculty of Engineering, the 

National University of Timor-Leste 

東ティモール大学工学部支援

プロジェクト 

D3 Diploma 3 
ディプロマ 3（東ティモールの

学士号、3 年制） 

FD Faculty Development 
ファカルティ・ディベロップメ

ント 

FDC Faculty Development Committee 
ファカルティ・ディベロップメ

ント委員会 

ITB 
Institut Teknologi Bandung 

（Institute of Technology of Bandung） 

バンドン工科大学 

（インドネシア） 

ITS 
Institut Teknologi Sepuluh Nopember 

（Institute of Technology Sepuluh Nopember） 

スラバヤ工科大学 

（インドネシア） 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MM Man / Months 人月 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録（ミニッツ） 

MOU Memorandum of Understanding 覚書 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マト

リクス 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

S1 Sarjana 1 
サルジャナ 1（インドネシアの

学士号、4 年制） 

S2 Sarjana 2 
サルジャナ 2（インドネシアの

修士号、2 年制） 

SOI-ASIA School on Internet 遠隔教育システム 

UNTL National University of Timor-Leste 東ティモール大学 
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第１章 要請の背景 
 

2000 年 11 月に開校した東ティモール民主共和国（以下「東ティモール」と記す）唯一の公的

高等教育機関である東ティモール大学（National University of Timor-Leste：UNTL）は、国造りを

担う技術系人材の育成の観点からインドネシア統治下の旧東ティモール・ポリテクニックを母体

とした工学部を設置したが、教官のほとんどがディプロマ 3（Diploma 3：D3；東ティモールにお

ける 3 年制学士号）以下の学位しか保有しておらず、なかには中等教育レベルの数学・物理に関

する知識も十分でない教官が教壇に立つような状況であったこと、また独立に伴う 1999 年 8 月の

直接投票後の混乱によって教育施設を含む物的インフラの 7 割以上が破壊・使用不可能となった

ことにより、教育の質が著しく低い状態であった。そうしたなかで、東ティモール側はわが国に

対して支援要請を出し、わが国及び JICA はこれまでに UNTL 工学部に対して無償資金による機

材供与や技術協力による専門家派遣、教官の長期研修（国費留学）等の支援を行ってきた。 

2006 年 4 月から 2010 年 3 月には、UNTL 工学部の強化に不可欠な教官の能力向上を目的とし

た「東ティモール大学工学部支援プロジェクト（The project for the Capacity Development of the 

Teaching Staff in the Faculty of Engineering, the National University of Timor-Leste：CADETES）」の実

施によって、UNTL 工学部の教官の能力に改善がみられた。また海外留学を経て修士号を取得し

た教官も次第に増え、同工学部では海外の大学院への進学が円滑に行われるよう、現行の 3 年制

学士プログラムを 4 年制学士プログラムへ移行することを計画している。他方で、依然として学

部・学科全体で授業運営計画が管理されていないために教官が突然授業を休講とするような状況

も散見されることや、暗記を中心とした一方的な指導方法であることなどから、より質の高い教

育が提供されるよう教官のさらなる教育能力の向上と、組織としての運営管理体制の強化が必要

である。そして、新たに導入される 4 年制学士プログラムを通じて地域社会に貢献する実践的な

調査研究活動が推進されることも期待される。 

2010 年の国家優先課題（National Priorities）や現在策定中の戦略的開発計画（Strategic 

Development Plan）によれば、人材開発はインフラ整備と並ぶ重点課題として位置づけられており、

特に高等教育分野では市場ニーズに対応した高度技術者の育成に重点が置かれているほか、

UNTL については、戦略的開発計画の中で「国の将来のリーダーとなる人材育成のために、高等

教育機関の強化を UNTL から始める」と明確に言及されているように、人材開発の拠点としての

役割に加えて、唯一の国立大学として国の発展に向けた研究開発機能を担うことも期待されてい

る。 

こうした背景から、東ティモール政府は日本政府に対して支援の継続を要請し、日本政府は、

対東ティモール協力の重点課題である「インフラ整備・維持管理促進」の観点から、工学分野の

人材育成の支援を引き続き行うことを決定した。 
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第２章 実施協議 
 

2011 年 1 月、JICA 東ティモール事務所と先方機関との間で、本プロジェクトの基本枠組みを

合意するための実施協議が行われ、東ティモール財務省援助協調局、UNTL 学長の立会いのもと、

JICA 東ティモール事務所長、東ティモール教育省高等教育局長により討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）の署名が行われた。R/D については、付属資料１を参照。 

なお、本実施協議に先立ち、JICA は詳細計画策定調査団の派遣をはじめとして、数次にわたり

東ティモール側と協議を行ってきた。今回の R/D 署名に至るまでの東ティモール側との協議結果

を次章以下に記述する。 
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第３章 プロジェクト実施に至る経緯 
 

本プロジェクトの形成準備にあたっては、前プロジェクトの終了時に開催された最終セミナー

において UNTL 工学部と協議が行われたほか、その後 2 度の現地調査（事前調査、詳細計画策定

調査）を経て、実施方針と協力内容が協議された。さらにその間、国内においても「国内支援準

備会合」が開催され、本プロジェクトの支援体制が検討された。各調査・協議の概要は以下のと

おり。 

 

３－１ 前プロジェクトの最終セミナー 

（１）実施時期 

2009 年 3 月 7 日（日）～3 月 13 日（土） 

 日 程 活 動 

1 3 月 7 日（日） 15:35 成田発～デンパサール行き（JL729） 

2 3 月 8 日（月） 13:15 調査団ディリ到着 

16:00 JICA 東ティモール事務所での打ち合わせ 

3 3 月 9 日（火） 11:00 在東ティモール日本大使館表敬 

14:00 UNTL 工学部（ヘラキャンパス）訪問 

15:00 UNTL 工学部長との協議 

4 3 月 10 日（水） 9:00 CADETES プロジェクト最終セミナー（於：ホテルティモール） 

13:30 ワークショップ（工学部教官、プロジェクト、JICA 調査団） 

5 3 月 11 日（木） 10:00 教育省表敬（副大臣/高等教育局長と面談） 

11:00 UNTL 学長（副学長）表敬 

15:30 JICA 東ティモール事務所報告 

16:30 在東ティモール日本大使館報告 

6 3 月 12 日（金） 9:00 UNTL 工学部長との協議 

13:55 ディリ出発～デンパサール（経由） 

23:55 デンパサール発～ 

7 3 月 13 日（土） 8:05 成田着（JL720） 

 

（２）団員構成 

氏 名 担当分野 所 属 

布谷 真知子 協力企画 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ高等・技術教育課 

※ その他、プロジェクト専門家や JICA 東ティモール事務所所員が協議に参加。 

 

（３）調査の概要 

UNTL 及び学部の基本方針（事業計画や行動計画等）を確認し、当時、要請中であった JICA

技術協力プロジェクトの位置づけ、期待される成果と協力内容について、UNTL 工学部、及

び教育省高等教育局等の関係者と意見交換を実施。さらに、プロジェクトの開始にあたって

の前提条件（UNTL 工学部があらかじめ検討・整理しておくべき事項）を確認した。 
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（４）調査結果詳細 

中期目標と後続プロジェクトの支援の要望について、工学部長より報告。（詳細は、付属

資料 2 の工学部長 PPT 資料を参照） 

１） UNTL 工学部の中期目標（主要な点） 

・2015 年までに、すべての教官が修士号を取得すること 

・教育に必要な機材が整備されること 

・教育の質が国際レベルに改善されること 

・2012 年にすべての授業がポルトガル語で実施されること 

・４年制学術プログラムが開始されること 

・研究活動※が推進されること 
※研究活動の定義は、学生による卒業研究と、教官主体の高度研究の両面 

２） JICA に期待する協力内容 

・教育（指導）方法の技術移転（カリキュラム・シラバス、学生向け研究指導を含む） 

・教育の質の改善（国際認証基準取得に向けた支援） 

・社会ニーズに応じた研究活動推進 

・学部運営強化 

・プロジェクト終了後の持続性を見据えた、日本の大学との連携促進 

さらにワークショップ形式で、UNTL 工学部が社会の中で期待されている役割や、中期目

標達成に向けた具体的な行動計画について UNTL 工学部教官と意見交換し、マトリクスにま

とめた。 

具体的な協力期間や、協力対象分野、成果については、学部・学科を通じた協議が必要な

ことから、次の調査までの課題とした。 

 

３－２ 国内支援準備会合の開催 

（１）目的 

前プロジェクトの成果と教訓を踏まえて、より効果的なプロジェクトを形成・実施するた

め、これまでに協力に関わったプロジェクト専門家や本邦支援大学関係者などと意見交換し、

日本側の支援体制について検討を行うもの。 

 

（２）開催日時 

2010 年 7 月 2 日（金）16～18 時 

 

（３）出席者 

所 属 氏 名 

長岡技術科学大学機械系 教授 田辺 郁男 

岐阜大学工学部電気電子工学科 教授 木村 宏 

埼玉大学地圏科学研究センター 客員教授 風間 秀彦 

（前プロジェクトチーフアドバイザー）

前プロジェクト専門家 小川 陸郎 
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JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ 次長 熊谷 晃子 

JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ 高等･

技術教育課長 

小西 伸幸 

JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ  高

等・技術教育課 

布谷 真知子 

JICA 東南アジア第一・大洋州部東南アジア第二課 林  径子 

 

（４）主な議題 

新たなプロジェクトの開始に向けて、これまでの準備作業の進捗報告と事前調査の実施方

針を JICA 人間開発部担当より説明。JICA が想定する協力内容と本邦大学に協力を依頼した

い点を整理し、意見交換を行った。主な意見は次のとおり。 

１） 想定される協力内容について 

・今の UNTL 工学部教官に必要なものは広い意味での教育能力強化であり、工学系高等教

育機関の教官として然るべき内容・レベルの教育を行うために、本邦大学で行う研究の

レベルには至らないまでも、研究活動実施支援を行う方針である。 

２） 研究活動支援の考え方について 

・研究活動の内容としては、東ティモールの地域社会で活用できる実践的・実用的な研究

活動と考えるのが適当である。 

・研究活動支援にあたり、「何をしたいのか」をまず UNTL 工学部の教官自身からヒアリ

ングすべきである。先方のプロポーザル次第で、本邦大学の教員が論文に協力しようと

思うかどうか異なる。 

３） 「専門課程の基礎知識の習得」支援について 

・「専門課程の基礎知識・教育技法の向上」については、言語面での優位性も考慮し、イ

ンドネシアの大学等からの教員派遣で対応したい。 

・前プロジェクトでは、本邦大学教員とインドネシアのスラバヤ工科大学〔 Institut 

Teknologi Sepuluh Nopember （Institute of Technology Sepuluh Nopember）：ITS〕からそれ

ぞれ年 2 回、2 週間程度教員が派遣されていたが、すべてインドネシアの大学教員で対

応する場合には、セメスターの合間に指導に来られる回数は限られるため、年 4 回の派

遣は困難ではないか。 

・指導科目が明確になれば、UNTL 工学部のすべての教官が必ずしも参加する必要はなく、

柔軟に対応可能である。 

・これまで ITS 教員派遣の費用は UNTL 工学部が１回分、JICA が 3 回分を負担していた

ため、後続プロジェクトで仮に年 4 回の教員派遣をする場合も、これまでと同じ回数は

UNTL 工学部の負担とすることが望ましい。 

４） 本邦大学としての協力方針について 

・本邦大学としては、｢研修受入れ｣を通じた研究能力強化支援を主として行う。 

・支援する対象は限定されるが、将来的に UNTL 工学部を牽引する教官を育成するために

は特にレベルの高い人材を選抜し、育成していきたい。 

・協力の前提として、本邦大学が支援するテーマ・人材（UNTL 工学部教官）をスクリー

ニングする機会が設けられるとよい。 
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・事前調査で、支援してもらいたい研究テーマについてのプロポーサル（研究計画書）の

提出を UNTL 工学部に依頼し、本邦大学に支援の可否を検討頂く。 

 

３－３ 事前調査 

（１）実施時期 

2010 年 7 月 18 日（日）～7 月 24 日（火） 

 日 程 活 動 

1 7 月 19 日（月） 13:15 調査団ディリ到着 

16:30 JICA 東ティモール事務所での打ち合わせ 

2 7 月 20 日（火） 9:00 在東ティモール日本大使館表敬 

10:30 UNTL 工学部長との協議、工学部視察（ヘラキャンパス） 

14:00 UNTL 工学部教官とのワークショップ（１）  

3 7 月 21 日（水） 9:00 教育省高等教育局長（Mr. Abrao 氏）表敬 

10:30 UNTL 工学部ファカルティ・ディベロップメント委員会（Faculty 

Development Committee：FDC）との協議 

14:00 UNTL 工学部教官とのワークショップ（２） 

4 7 月 22 日（木）  9:00 UNTL 副学長（Dr. Miguel Maia）表敬（ミニッツ案の確認） 

11:00 ミニッツ署名（Dr. Miguel Maia、Mr. Victor、小西） 

5 7 月 23 日（金） 9:00 JICA 東ティモール事務所報告 

10:00 在東ティモール日本大使館報告 

13:55 調査団帰国 

 

（２）団員構成 

氏 名 担当分野 所 属 

小西 伸幸 総括 JICA 人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育課長 

風間 秀彦 工学教育 埼玉大学地圏科学研究センター 客員教授 

布谷 真知子 協力企画 JICA 人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育課 

 

（３）調査の概要 

調査団派遣前に UNTL 工学部宛に質問状を送付。プロジェクト実施の前提条件に対する

UNTL 工学部自身の取り組み（コミットメント）と、本プロジェクトを通じた協力内容につ

いて詳細を確認。また、プロジェクトの具体的な活動を検討するうえで、各教官に研究計画

書の作成を課し、詳細計画策定調査までに提出することを要請した。 

 

（４）調査結果詳細 

１） UNTL 工学部の将来構想とそれに向けた取り組みについて 

・教育の質の向上に向けた取り組み 

－2012 年までにすべての工学部教官を留学（修士課程）させる。 
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－各セメスターの終了時に学内で授業評価を行い、教官にフィードバックする。 

－教官の実績に応じた評価が行われる。（評価結果は給与に反映される） 

・学部運営体制強化に向けた取り組み 

－2012 年までにすべての工学部教官を留学（修士課程）させる。 

－各セメスターの終了時に学内で授業評価を行い、教官にフィードバックする。 

－教官の実績に応じた評価が行われる。（評価結果は給与に反映される） 

・4 年制（学士）プログラムの導入に向けた準備 

－2012 年 1 月からの 4 年制プログラム導入に向けて、カリキュラム・シラバスを整備する。

（プログラムの実施にあたっては教育省の承認が必要） 

－現在留学中の教官が 2011 年より順次帰国し、4 年制プログラムの準備に参画する。 

・大学施設について 

－政府予算及びポルトガルの支援で、10～15 年かけて UNTL 全学部をヘラに移転する。 

－政府予算で職員住宅、学生寮を整備する。 

２） UNTL 工学部のコミットメント 

前プロジェクトの活動で短期専門家派遣中にカウンターパートの教官が不在だったこ

とがあり、UNTL 側のコミットメントが不十分であったと本邦支援大学から指摘があった。

協力の前提として、UNTL 側の努力・コミットメントにつき説明を求めた。 

・留学中の教官は順次帰国予定であり、カウンターパートになる教官の数も整いつつある。 

・留学中の教官の補充としてパートタイム教官の配置をしている。 

・給与水準は既に改善されており（大学教官は基本給の 50％を教官手当として支給されて

いる）、現在策定中の学則が制定されれば、その下で給与が大幅に増加し、代わりに副

業は禁止される予定である。 

・教官の業務状況を評価する制度が整い、プロジェクト活動における教官のパフォーマン

スも本来業務の一部として評価される予定。 

３） 協力内容に関する UNTL 工学部との協議概要 

工学部教員とのワークショップを通じて、本プロジェクトの目標・成果・活動、支援対

象等に関して、UNTL 工学部教官らの意見を徴収。対象学科については本調査中に合意。 

・プロジェクト目標（工学部側要望） 

４年制学士プログラム立ち上げに向けて、教育の質の改善、学部運営体制の強化を行う。 

・プロジェクト成果（工学部側要望） 

1. 教官の教育能力の向上 

2. 4 年制学士プログラム下でのカリキュラム・シラバスの整備 

3. 学部運営体制の強化 

4. 施設・機材の整備 

・対象学科 

UNTL 工学部３学科（機械工学科、土木工学科、電気・電子工学科） 
※工学部情報工学科は、ポルトガルより教官派遣中であるため支援の対象とせず。 

４） プロジェクト実施の前提条件（課題） 

UNTL 工学部としての取り組み意欲を確認するため、以下の課題を提示、UNTL 工学部

にて期日までに作業し JICA に提出を求めた。 



－8－ 

a） 研究活動支援について、各学科の研究活動プロポーサルを作成すること。なお、本

邦協力大学による審査を経て協力の対象となる調査・研究のテーマ、対象教官が選定

される予定。 

b） ファカルティ・ディベロップメント委員会は、4 年制プログラムへの準備作業の活

動計画を策定し、JICA に提出すること。 

 

（５）ミニッツ 

付属資料 3．事前調査ミニッツ参照。 

 

３－４ 詳細計画策定調査 

（１）実施時期 

2010 年 10 月 11 日（月）～10 月 27 日（水） 

 日 程 工 程 

1 10 月 12 日（火） 14:25 [布谷団員] ディリ到着（MI296） 

2 10 月 13 日（水） 9:00 打ち合わせ：JICA 東ティモール事務所 

14:00 協議：UNTL 工学部長（Mr. Victor） 

3 10 月 14 日（木） 9:00 表敬：教育省高等教育局長（Mr. Abrao） 

午後 資料整理 

4 10 月 15 日（金） 9:00 協議：ポルトガル Fundacao das Universidades Portuguesas（FUP） 

プロジェクト（Mr. Vasco）  

午後 資料整理 

5 10 月 16 日（土） 14:20 [風間団員] ディリ到着（MI296） 

6 10 月 17 日（日） 団内協議 

7 10 月 18 日（月） 9:00 協議：UNTL 工学部長（Mr. Victor） 

13:25 [サトリオ団員] ディリ到着（MZ8480） 

14:00 ヘラキャンパス視察 

15:00 協議：FDC 

8 10 月 19 日（火）  9:00 打ち合わせ：JICA 東ティモール事務所 

11:00 表敬訪問：在東ティモール日本大使館 

14:20 [吉田団員と関根団員] ディリ到着（MI296） 

14:00 協議：UNTL 工学部教官（キックオフ・ミーティング） 

9 10 月 20 日（水）  9:00 協議：UNTL 工学部長、副学部長、学科長 

14:00 協議：教育省（Dr. Magno, Director General） 

14:05 [サトリオ団員] ディリ発（MZ8490） 

16:00 協議：財務省（Mr. Helder, Aid Effectiveness Directorate） 

10 10 月 21 日（木）  9:00 ヘラキャンパス視察 

13:25 [田辺団員] ディリ到着（MZ8480） 

14:00 協議：UNTL 工学部教官（学科別協議） 

11 10 月 22 日（金） 10:00 学生へのインタビュー/授業訪問 

10:30 協議：UNTL 工学部教官（学科別協議） 
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15:30 協議：ミニッツ、PDM 案の確認（Mr. Victor） 

12 10 月 23 日（土） 8:00 土木工学実地調査（べモス－ディリ給水施設） 

14:25 [小西団長] ディリ到着（MI296） 

15:25 [関根団員] ディリ発（MI295) 

団内協議 

13 10 月 24 日（日） 団内協議 

14 10 月 25 日（月）  9:00 協議：UNTL 副学長（Dr. Miguel Maia）、工学部長 

11:30 報告：財務省（Mr. Abilio, Director of Aid Effectiveness） 

14:00 ミニッツ署名（於：ホテルティモール） 

15 10 月 26 日（火）  9:00 協議結果報告：JICA 東ティモール事務所 

10:00 協議結果報告：在東ティモール日本大使館 

14:05 [田辺団員] ディリ発（MZ8490） 

15:25 [他団員] ディリ発（MI295） 

 

（２）団員構成 

氏 名 担当分野 所 属 

小西 伸幸 総 括 JICA 人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育課長 

風間 秀彦 工学教育 

（全般） 

埼玉大学地圏科学研究センター 客員教授 

（前プロジェクト チーフアドバイザー） 

田辺 郁男 工学教育 

（機械工学） 

長岡技術科学大学機械系 教授 

関根 雅彦 工学教育 

（土木工学） 

山口大学大学院理工学研究科 教授 

吉田 弘樹 工学教育 

（電気・電子工学）

岐阜大学工学部電気・電子工学科 准教授 

サトリオ 

・スマントリ 

Satryo Soemantri 

工学教育 

（学部運営） 

Visiting Professor, Institute of Technology Bandung (ITB), 

Indonesia 

（元インドネシア教育省高等教育総局長） 

布谷 真知子 協力企画 JICA 人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育課 

 

（３）調査の概要 

プロジェクト目標や成果、具体的な活動内容について、特に「実践的な活動を通じた工学

部の教育能力強化と組織の管理運営体制改善」の観点から UNTL 工学部及び関係機関と協議、

協議結果をミニッツに記録し、R/D 案とともに東ティモール側、日本側、双方で確認をした。 

 

（４）調査結果詳細 

１） 東ティモールにおける高等教育政策及び制度について 

・2010 年の National Priorities や現在策定中の Strategic Development Plan において、人材開
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発はインフラ整備と並ぶ重点課題として位置づけられている。特に高等教育分野は市場

ニーズに対応した高度技術者の育成を重点に、ポリテクニック（職業訓練校）の建設も

検討。 

・UNTL は、人材開発の拠点としての役割に加えて、唯一の国立大学として国の発展に向

けた研究開発機能を担うことも期待され、研究センターの充実や学則に基づく自立的な

運営体制確立に向けた準備が進められている。 

２） UNTL 工学部を取り巻く環境について 

・2010 年 10 月 20 日に UNTL の学則が大統領府の承認を経て公布され、大学ではより自立

的な運営体制を構築するため、学長以下の組織改編が行われる予定。 

・工学部（Faculty of Engineering）の名称は、“Faculty of Engineering, Science and Technology”

へと変更になり、従来、教育学部内で取り扱われていた純粋科学（Pure Science）の領域

を新たに取り扱う予定であり、今後、新体制下での工学部の運営規則・規定等の整備が

検討される。 

・この学則のもとで教官の給与体系・人事評価体制の見直しや副業禁止の規定等を整備す

るなかで改善が期待される。 

・UNTL 工学部は、従来からヨーロッパの教育体制にならった 3 年制学士プログラムが導

入されていたが、教育内容の充実と海外の修士課程への円滑な進学を可能にするため、

4 年制学士プログラム（Licensure Program/ Honor Bachelor Program）を導入する予定。特

に、最終学年の学生が行ってきた卒業プロジェクト（Final Project）は、より実践的な研

究ベースの卒業論文作成を行うことなどが検討されており、2012 年 1 月から 4 年制学士

プログラムへの移行が予定されている。 

・従来、3 年制学士プログラムで入学した学生については、2012 年時点で 2.5 ポイント以

上の成績を取得していた場合に限り、継続して 4 年制学士プログラムへの進級が可能で

あり、2012 年以降に入学する学生はすべて 4 年制学士プログラムが適用される。 

・工学部のあるヘラキャンパスの施設の改修状況については、電気・電子工学科のワーク

ショップや学生寮の再建など、少しずつではあるが改善がみられた。将来的には UNTL

のすべての学部、機能をヘラキャンパスに移転する「City Campus」構想も掲げられてお

り、交通手段の充実や UNTL 周辺のインフラ環境整備に対する政府の対応も注意深く観

察する必要がある。 

３） プロジェクトの協力内容について 

・案件名称の変更について 

英文名称については、要請書で “ Technical Cooperation Project for Capacity Development of 

the Faculty of Engineering, UNTL for Enhancement of Research Functions to Strengthen Social 

Contribution in Timor-Leste” となっていたところ、UNTL 工学部で 4 年制学士プログラム

を導入するなかで、教育指導能力と運営・管理体制を強化し、学部全体で質の高い教育

を提供することを目的とし、“ Project for Capacity Development of the Faculty of Engineering, 

Science and Technology, the National University of Timor-Lorosa’e※”と変更。 

（※Timor-Lorosa’e は東ティモールの現地での正式名称） 

・プロジェクト期間について 

プロジェクト期間の設定においては、4 年間（2011 年 2 月～2015 年１月予定）とした。
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この期間は、教官が留学から帰国するタイミング※と実践的な調査・研究活動を通じて

卒業研究指導の体制が整備されるまでの期間を勘案したもので、また想定では 4 年制学

士プログラムの最初の卒業生は、早ければ 2012 年末に輩出されることから、4 年間のプ

ロジェクトの中で 3 期の卒業生をフォローすることが可能となる。 

（※工学部教官のうち 2010 年までに修士号（Sarjana 2：S2）以上を取得している正規教

官は 25%であり、2011 年には 44.6%、2012 年には 58.9%に引き上げられる予定） 

４） プロジェクト開始に向けた準備・検討事項について 

プロジェクトの円滑な実施促進のため、UNTL 工学部であらかじめ取り組むべき課題と

して、以下の事項を確認した。 

・大学定款のもとでの工学部の新たな組織体制の確立（2010 年 12 月末） 

・ファカルティ・ディベロップメント委員会の役割・機能の明確化（2011 年 2 月上旬） 

・4 年制学士プログラム導入にともなう現行プログラムとのカリキュラム対照表作成

（2010 年 12 月末） 

・プロジェクトを通じた支援を期待する具体的な指導科目・内容の抽出（2010 年 12 月末） 

・授業評価の実施（2010 年 12 月中） 

 

（５）ミニッツ 

付属資料 4．詳細計画策定調査ミニッツ参照。 
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第４章 事業事前評価表 
 

１．案件名 

国 名：東ティモール大学工学部
1
能力向上プロジェクト 

案件名：Project for Capacity Development of the Faculty of Engineering, Science and Technology, the 

National University of Timor-Lorosa’e 

 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要 

東ティモール民主共和国（以下、「東ティモール」）において、東ティモール大学（UNTL）

工学部の授業の質の向上、実践的な調査・研究活動に基づいた卒業研究指導の実施、及び

学部の管理体制の改善を行うことにより、同工学部が適切な管理運営のもとで質の高い教

育を提供できるようにすることを目標とする。 

 

（２） 協力期間 

2011 年 2 月～2015 年 1 月（48 カ月） 

 

（３） 協力総額（日本側） 

   約 2.7 億円 

 

（４） 協力相手先機関 

   東ティモール大学工学部 

   教育省高等教育局 

 

（５） 国内協力機関 

   国内支援委員会（長岡技術科学大学、山口大学、岐阜大学） 

 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

 東ティモール大学工学部 3 学科（機械工学科、土木工学科、電気・電子工学科）教官、

技術職員、及び事務運営職員 計 65 名 

 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１） 現状及び問題点 

2000 年 11 月に開校した国の唯一の公的高等教育機関である東ティモール大学は、国造

りを担うべき技術系人材の育成の観点からインドネシア時代の旧東ティモール・ポリテク

ニックを母体とした工学部を設置した。しかし、教官のほとんどがディプロマ 3（東ティ

モールにおける 3 年制学士号）以下の学位しか保有しておらず、なかには中等教育レベル

の数学・物理に関する知識も十分でない教官が教壇に立つような状況であり、また独立に

伴う 1999 年 8 月の直接投票後の混乱によって、教育機関施設を含む物的インフラの 7 割以

上が破壊・使用不可能となったことにより、教育の質が著しく低い状態であった。そうし

                                                        
1 2010 年 10 月に大学内組織改変により、従来の“Faculty of Engineering”から“Faculty of Engineering, Science and Technology”へと

変更されたが、本事業では従来通り工学系 3 学科を対象とすること、また前フェーズでの継続性を考慮し、和文名称では「工

学部」として統一する。 
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たなかで、東ティモール側はわが国に対して支援要請を出し、日本政府はこれまでに東テ

ィモール大学工学部に対して無償資金による機材供与や技術協力による専門家派遣、教官

の長期研修（国費留学）等の支援を行ってきた。 

2006 年 4 月から 2010 年 3 月には、同大学工学部の強化に不可欠な教官の能力向上を目

的とした「東ティモール大学工学部支援プロジェクト」の実施によって、東ティモール大

学工学部の教官の能力はある程度改善がみられ、留学を終えて修士号を取得した教官も次

第に増えてきたが、学部・学科全体で授業運営計画が管理されていないために教官が突然

授業を休講とするような状況も散見され、また暗記を中心とした一方的な指導方法である

ことなどから、組織としての運営管理体制強化と教官の教育能力のさらなる改善・向上の

必要性が確認された。また、東ティモール大学工学部は教育の質を向上し海外の大学院へ

の進学が円滑に行われるよう、現行の 3 年制学士プログラムから 4 年制学士プログラムへ

の移行を計画しており、新たなプログラムのもとで、東ティモールの地域社会に貢献する

実践的な調査研究活動に基づく教育が行われることが期待されている。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置づけ 

2010 年の国家優先課題（National Priorities）や現在策定中の戦略的開発計画（Strategic 

Development Plan）において、人材開発はインフラ整備と並ぶ重点課題として位置づけられ

ており、特に高等教育分野では市場ニーズに対応した高度技術者の育成に重点が置かれて

いる。 

東ティモール大学については、戦略的開発計画の中で「国の将来のリーダーとなる人材

育成のために、高等教育機関の強化を東ティモール大学から始める」と明確に言及されて

いるように、人材開発の拠点としての役割に加えて、唯一の国立大学として国の発展に向

けた研究開発機能を担うことも期待されており、本大学工学部の人材育成に対する協力は、

当該国の経済社会の発展にとっても非常に重要である。 

 

（３） わが国援助政策との関連、JICA の支援方針上の位置づけ（プログラムにおける位置づけ）

わが国及び JICA の対東ティモール協力における４つの協力プログラムのうち「インフ

ラ整備・維持管理促進プログラム」では、経済・社会インフラ整備と維持管理能力を援助

の重点分野としており、現在、本プロジェクトは同プログラムのもとで、東ティモールの

インフラ整備と維持管理に貢献する工学分野の人材育成に貢献するものとして位置づけら

れている
2
。 

 

（４） 他ドナーによる支援との関連 

東ティモールの高等教育分野に対する他ドナーの支援動向としては、世界銀行が高等教

育機関の認証評価制度の設計のためのアドバイザーを派遣しているほか、二国間ではポル

トガル、オーストラリア、ブラジルなどが主要なドナーとなっている。特に東ティモール

の高等教育機関は 2012 年よりポルトガル語で授業を行うこととなっているため、東ティモ

ール大学ではポルトガル人講師による現地教官のポルトガル語研修が行われているほか、

ポルトガルの支援により現地教官の留学支援プログラムや工学部に 2008 年から新設され

た情報工学科への講師派遣などが行われている。 

さらに、東ティモール大学工学部では、ユネスコ（UNESCO）の支援を受けて 2010 年夏

                                                        
2 対東ティモール協力プログラムは現在、構成を整理しており、今後、本プロジェクトは｢人材育成・制度作り支援｣プログラ

ムのもとに位置づけられる予定。 
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に工学部のあるヘラキャンパスに遠隔教育ネットワークのためのサテライトが設置され、

日本を含むアジア各国の大学との遠隔教育コンテンツの受配信が可能となった〔遠隔教育

システム（School on Internet：SOI-ASIA）〕ほか、2011 年には JICA が無償機材として太陽

光発電システムを工学部ヘラキャンパスに供与する予定であり、これらの運用体制や維持

管理方法の確立を工学部教官（機械工学科、電気・電子工学科）自身の調査・研究活動の

一環として取り組むことで、本プロジェクトとの連携が可能であり、相乗効果が期待でき

る。 

 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

工学部が適切な管理運営のもとで質の高い教育を提供する。 

【指標】 

1. 学生の 70％以上が工学部の教育内容に満足する。 

2. 工学部の学生の卒業率が向上する。 

3. 学生による授業評価の結果、各科目において平均 60％以上の満足度を得る。 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩出される。 

【指標】 

1. 工学部の 4 年制学士プログラムの卒業者数が 2018 年までに 600 名を超える。 

2. 卒業生の 60％以上が専攻分野に関連した業務に就業する。 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

【活動】 

0-0 工学部がプロジェクトの進捗を把握するためのベースライン調査を行う。 

 

成果 1 工学部における授業（講義・実験）の実施環境が改善する。 

【活動】 

1-1 工学部 3 学科が全国標準カリキュラムに沿った 4 年制学士プログラムのカリキュ

ラムを作成する。 

1-2 工学部が 4 年制学士プログラムの実施に向けて適切な教官の配置を行う。 

1-3 教官が 4 年制学士プログラムのカリキュラムに沿ったシラバス、教材等を作成す

る。 

1-4 教官が新たに導入されたプログラムに基づき、適切な指導方法を習得する。 

1-5 ファカルティ・ディベロップメント委員会がカリキュラム、シラバスの内容を定

期的にレビューする。 

1-6 教官がファカルティ・ディベロップメント委員会の指揮下で授業評価を実施する。

【指標】 

1. 工学部の 4 年制学士プログラムのカリキュラムが全国標準カリキュラムに基づい

て整備される。 

2. 4 年制学士プログラムのカリキュラムに従い、90%以上の科目でシラバスが整備さ

れる。 
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3. ファカルティ・ディベロップメント委員会により、2 年ごとにカリキュラム、シラ

バスがレビューされる。 

4. 90% 以上の授業において、工学部教官により講義ノート・実験実習書が整備され

る。 

 

成果 2 実践的な調査・研究活動に基づいて卒業研究指導が行われる。 

【活動】 

2-1 教官が地域の調査・研究ニーズを把握する。 

2-2 教官が実践的な調査･研究活動を実施するための研究計画書を作成する。 

2-3 教官（学生）が実践的な調査・研究活動を実施する。 

2-4 教官が実践的な調査・研究活動の経験を広く共有する。 

2-5 教官（学部）が学生に指導をするための調査・研究実施方法を確立する。 

2-6 学部で学生に対する卒業研究指導が行われる。 

2-7 教官が学生による卒業研究発表を通じて適切に審査を行う。 

2-8 各学科が卒業研究の成果を対外向けに公表できるようまとめる。 

【指標】 

1. 4 年制学士プログラムのもとで、実践的な調査・研究活動に基づく卒業研究の指導

が行われる。 

2. 4 年制学士プログラムに基づく学生による卒業研究の成果品が、毎年作成される。

 

成果 3 学部の管理体制が改善される。 

【活動】 

3-1 工学部が学則に基づき、教育・指導体制改善のための学術委員会を組織する。 

3-2 工学部が学則に基づき、学部の管理体制改善のための検討委員会を組織する。 

3-3 学部管理の検討委員会が工学部内の管理体制改善に向けた年間活動計画を設定す

る。 

3-4 工学部が活動計画に基づき、教職員の管理能力強化を行う。 

3-5 学部管理検討委員会は学部（学科）内の管理状況を定期的にレビューする。 

【指標】 

1. 学部（学科）の活動計画が 80％以上達成される。 

2. 学部（学科）の管理状況のレビューが毎学期ごとに実施される。 

（注：上記指標については、プロジェクトの進捗に応じて、適宜見直しを行うものとする） 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 2.7 億円） 

専門家派遣 

・長期：総括 1 名（30MM 程度）、業務調整 1 名（48MM 程度） 

・短期：機械工学、土木工学、電気・電子工学（各学科、年間 0.6MM 程度） 

学部運営（年間１MM 程度）、第三国専門家（各学科、年間 1MM 程度） 

・本邦研修 

機械工学、土木工学、電気・電子工学（各学科、年間 4MM 程度) 

・現地でのプロジェクト活動に必要な費用の負担 
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② 東ティモール側 

・カウンターパートの配置（学部長、教官、事務職員） 

・専門家の事務室、什器等の提供 

・プロジェクト実施に関する諸経費等の負担 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 

 特になし 

② 成果達成のための外部要因 

・学則のもとで新たに定められる工学部の組織規程によって、教職員の人数、業務内容、

待遇等に負の影響がもたらされないこと。 

・留学中の教員が学位を取得して帰国すること。 

・学部の管理・運営体制改善に向けた予算が適切に配置されること。 

③ プロジェクト目標達成のための外部要因 

・4 年制学士プログラムが導入されること。 

④ 上位目標達成のための外部要因 

・学生の多くが就職などを理由に途中で休学・退学をせずに卒業をすること。 

・不況、治安の悪化などにより、工学系の技術者の就職環境が悪化しないこと。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１） 妥当性 

以下の理由により、妥当性が高いと見込まれる。 

・2002 年の独立以降、東ティモールでは国家開発計画（National Development Goals）の中

でミレニアム開発目標の達成に向けた 2015 年までの初等教育の拡充を謳い、教育省も戦

略計画（Strategic Plan for Universal Primary Completion by 2015）において初等教育へのア

クセス改善、質の向上、運営体制の改善に重点を置いた事業を展開している。さらに各

ドナーも、世界銀行の Fundamental School Quality Project（2002-06）や Education for All Fast 

Track Initiative（EFA-FTI）（2006-09）、UNICEF の UNICEF Basic Education（2007-09）、

UNESCO の Building National Capacity of Timor-Leste for evidence-based literacy policy 

initiatives and effective monitoring of literacy programmes（2010-11）などの学校再建、教材

提供、教員の指導養成などから初等・中等教育の支援をしており、独立選挙後の 2000

年に約 68%3
であった初等教育の純就学率

4
は 2009 年までに 83%5

に、中等教育の総就学

率
6
は 40%7

から 69%8
に伸びた

9
。UNDP がミレニアム開発目標の一つである 2015 年まで

の初等教育の拡充について、ある程度の見通しが立っていると述べている
10
ように、現

在策定中の戦略的開発計画では社会保障としての教育機会の提供に加えて、国家の安定

的成長・経済発展の観点からの教育（人材育成）にも重点が置かれている。 

                                                        
3 世界銀行、Education Sector Support Project プロジェクト審査資料内引用データ（引用元：Ministry of Education and Culture, 2005）、

2007 
4 純就学率：教育を受けるべき対象年齢の人口に対して、実際の（その対象年齢での）就学人口の比率 
5 世界銀行 HP、Enrolment & Service Delivery Indicators, “Education in Timor”, [http://go.worldbank.org/WONHKNBD40], 2010 
6 総就学率：教育を受けるべき対象年齢の人口に対して、実際の（年齢に関わらない）就学人口の比率 
7 脚注 3 に同じ。 
8 脚注 5 に同じ。 
9 データは前期中等教育のもの。後期中等教育については、引用元により数値に誤差があるため 2000 年度との比較が困難だが、

2008～2009 年度の比較では総就学率は 34%から 38％に増えている。 
10 UNDP 東ティモール事務所 HP より。[http://www.tl.undp.org/undp/mdgtwo.html] 
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・こうした背景の中で、東ティモール大学は、東ティモール唯一の公的高等教育機関とし

て、同国の発展に貢献する技術者の輩出、及び研究開発の拠点となることが期待されて

おり、わが国が日本の工学系高等教育の特徴である実践的な研究活動を踏まえた教育に

よって、同国のインフラ整備等の開発課題に即戦力として活躍できる人材の育成に貢献

する意義は高い。 

・また、本プロジェクトはわが国の東ティモールに対する 4 つの協力プログラムのうち「イ

ンフラ整備・維持管理促進」に位置づけられ
11
、JICA が協力する他のインフラ整備・維

持管理事業とあわせて、東ティモールの産業・経済基盤を支える人材育成という観点か

ら中長期的な貢献が期待されるほか、東南アジア地域で展開する他の工学系高等教育協

力事業からの教訓の活用や連携の可能性など、JICA の経験・知見が活かされる協力とい

える。 

 

（２） 有効性 

以下の理由により、有効性は高いと見込まれる。 

・プロジェクト目標に掲げた「工学部において質の高い教育が提供」されるためには、各

学科教官による授業（講義・実験）の質の向上（成果 1）、実践的な調査・研究活動に基

づく卒業研究指導の実践（成果 2）、学部の管理体制の改善（成果 3）を総合的に実施す

る必要がある。東ティモール大学工学部が、2012 年に現在の 3 年制学士プログラムから

4 年制学士プログラムへと移行し、学生により実践的で専門的な知識・技術の習得を促

すためには、現在のカリキュラム・シラバスなどの改訂と、教官の指導方法の改善が必

須である。また地域社会の即戦力となる高度技術者の育成に向けて、まず教官自らが地

域の開発課題に応じた実践的な研究を行う能力を習得し、卒業研究として学生に指導す

ることが期待される。さらに、現在は学生の在籍情報や成績、卒業生の就職状況等が体

系的に管理されていないため、現状の課題の把握と分析を踏まえた適切な学部運営管理

体制を整備することで、総合的に学生に対する「質の高い教育の提供」を確保すること

が期待される。 

・他方で、既述のとおり 2012 年以降に導入された 4 年制学士プログラムの講義は、ポルト

ガル語で行われることが前提となり、カリキュラム、シラバス、講義ノートなどのポル

トガル語訳は工学部教官に一任されるため、別途支援を行っているポルトガル人講師等

とも連携を図りつつ、授業の運営状況をフォローする必要がある。 

 

（３） 効率性 

以下の理由により、予定されている投入は高い効率性が見込まれる。 

① 専門家派遣 

・本プロジェクトの学科の指導に関して、前フェーズにおいてインドネシアの大学教官

を講師として招聘した結果、英語の不得意な現地教官の専門用語等の理解においてイ

ンドネシア語が効果的であったという教訓が得られたため、同様にインドネシアの大

学と連携し、短期専門家として年数回現地を訪問することを想定している。 

・調査研究指導に関しては、後段で述べる本邦研修を通じた本邦大学教員による指導を

想定しているが、必要に応じて調査研究の進捗確認や助言のためにスポット的に現地

派遣をするほか、電子メールやテレビ会議システム等を通じて日常的に活動をフォロ

ーすることも想定している。 

                                                        
11 既述のとおり、今後は「人材育成・制度作り支援」プログラムとして位置づけられる予定。 
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② 本邦研修 

・東ティモール大学工学部にある機材は、過去の無償資金協力等で供与された教育用資

機材が中心であり、研究用の資機材は十分に整備されていないことや、東ティモール

国内での研究用機材の調達が困難であること、通信ネットワークが安定していないこ

となどから、当地での研究活動実施には制約が多く、本邦研修を通じた協力が効果的・

効率的である。 

・また、本邦大学教員による技術指導に関しては派遣期間の制約もあるが、現地教員が

本邦大学にて研修に参加することで集中的に指導を受けることが可能となり、より高

い指導効果が期待される。 

・他方で、研修期間は東ティモール大学のセメスターの間を利用して行われる予定であ

り、現地での授業実施には支障が出ないよう配慮される予定である。 

③ 在外事業強化費（研究費助成、教材等購入） 

・工学部の教育に必要な大半の機材については前フェーズで供与済みであることから、

本プロジェクトでは大規模な機材供与等は想定されない。 

・他方で、機材供与という枠組みではなく「研究費助成」という形で研究活動実施のた

めの機材を事前に定めた上限額の範囲内で調達可能とすることにより、教官自身が必

要な機材をより厳選するなど、教官の計画実施能力、予算管理能力の向上にもつなが

ると期待される。 

④ その他（他の援助機関・支援プロジェクトとの連携） 

・現地での調査・研究活動の実施にあたっては、ユネスコによって導入された SOI-ASIA

を活用して、本邦支援大学教員が現地に派遣されない間の指導助言を補う予定である。

・JICA の無償機材として供与される「太陽光パネル」を調査・研究活動に活用すること

で、本プロジェクトでの機材投入をせずに、成果２の達成を促進することが期待され

る。 

 

（４） インパクト 

 以下の理由により、正のインパクトが見込まれる。  

・従来、工学部は 3 年制学士プログラムしか提供されていなかったために、成績優秀で進

学を希望する学生の多くが途中で国外の大学に移籍してしまったが、本プロジェクト期

間中に 4 年制学士プログラムが導入されることで優秀な学生が東ティモール内で学士号

を取得することが可能となり、上位目標に掲げる「地域社会に貢献する高度技術を有す

る人材の輩出」に対して正のインパクトが想定される。 

・また、上位目標の達成度を確認する事後評価はプロジェクト終了から 3～4 年後が想定さ

れるが、2012 年に 4 年制学士プログラムが導入された場合には、（2013 年末に最初の卒

業生が輩出されることを想定して）5 期以上の卒業生の輩出が見込まれる。 

・なお本プロジェクトで想定される受益者は、工学部 3 学科教官 65 名及び同工学部 3 学科

学生約 1,500 名（※2009 年時点の学生数、及び 2011 年以降 4 年間で入学が見込まれる学

生数）である。 

 

（５） 持続性 

 以下の理由により、持続性は高いと見込まれる。 

【政策・制度面】 

現在策定中の戦略開発計画は 2010～2030 年をターゲットとした計画であり、「東ティモ
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ール大学を先行事例とした高等教育機関の強化」については同計画の 2020 年までの活動枠

組みとして取り上げられていることから、プロジェクト期間終了後も政策的な方向性が維

持される見込みである。 

【組織・体制面】 

教育の質の改善に向けて、教員の指導内容の評価やカリキュラム・シラバスなどのレビ

ューが定期的に行われるよう、前フェーズにおいてファカルティ・ディベロップメント委

員会を設立した。この委員会は各学科の代表として選任された委員を中心に構成されてお

り、学生による授業評価の実施や、カリキュラム・シラバスなどの定期的なレビュー、教

材の選定などを行うことを想定している。また、学部の運営体制についても教官や事務職

員から構成される学部管理委員会（仮称）を設置し、セメスターごとにその活動計画を評

価する機能を設けることで、モニタリング・評価体制の自立性・持続性を確保する予定で

ある。 

【財政面】 

2010 年 10 月に公布された学則では、東ティモール大学の予算の自立性を担保すること

が規定されており、必要な予算を東ティモール大学が直接、財務省に申請できることが想

定されている。また、戦略開発計画の 2020 年までの活動枠組みには、東ティモール大学の

教育体制の強化に向けて、政府が予算手当てをすると言及されている。 

他方で、学内における配分については工学部の裁量範囲を超えており、これまでの実績

では要求額に対して、十分な配分がなされていないようである。本プロジェクトの成果 2

に係る活動では、「地域社会のニーズに対応した調査・研究活動の実施」をめざしているこ

とから、政府機関等との共同調査・研究やコンサルテーション業務などを請け負うなかで

外部資金の獲得の可能性についても検討し、より確かな自立発展性を担保していく必要が

ある。 

【技術面】 

2010 年現在、東ティモール大学工学部３学科（機械工学、土木工学、電気・電子工学）

で修士号を取得している教官は十数名（全体の約 2 割強）であり、調査・研究活動の実施

にあたっては、これら一部の教官を中心に複数の教官がグループを形成して同じ研究テー

マに取り組むことが想定されるが、こうして複数名の教官がともに研究活動を実施するこ

とで、経験・技術が共有・伝達されることが期待される。さらに、4 年制学士プログラム

においては、卒業研究として最終学年の学生も交えた研究活動の実施が想定されることか

ら、将来的にはこれらの学生の中からも新たな研究グループが形成され、面的な拡大が期

待される。また、地域・社会のニーズに対応したテーマを題材とすることで、外部関係者

との連携・協力により、多様な技術・知識の共有から調査・研究内容の質の向上も期待さ

れる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトにおいては、特別な配慮は検討していないが、負の影響は想定されない。 

他方で、インフラ整備等に関連した調査・研究活動の実施にあたっては、環境面にも十分に

配慮をしたうえで、調査研究が実施されるよう留意する必要がある。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

前フェーズにおいて、スラバヤ工科大学からインドネシア人講師を招聘し、講義課目の指導

を受けたところ、英語が不得意な教官はインドネシア語で専門用語や実習手順等の理解を深め
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ることができ、大変効果的であったことから、本プロジェクトにおいても、特に専門科目教育

の指導はインドネシア人講師に依頼をする予定である。 

 

８．今後の評価計画 

2011 年 4 月 ベースライン調査実施 

2013 年 3 月 中間レビュー 

2014 年 8 月 終了時評価調査 

2015 年 1 月 プロジェクト終了 

2018 年 1 月 事後評価（予定） 
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第５章 プロジェクト実施上の留意点 
 

本プロジェクトの実施にあたっては、前プロジェクトでの教訓を踏まえて、特に下記の点にお

いて UNTL 工学部自身が主体的に取り組むことを確認した。 

 

（１） 学則のもとでの工学部の新たな組織体制の確立 

2010 年 10 月に制定された学則のもとで、より自立的な運営体制を確保するため組織が再

編成されることとなり、それにともない工学部内の規則・規程が順次検討される予定である。

前プロジェクトの課題であった教官の副業等の改善や、４年制学士プログラムの導入に必要

な運営体制の確保、さらに地域社会への貢献を見据えた研究機能の強化に向けて、工学部内

の規則・規程の改定状況については随時プロジェクト専門家と共有されることが望ましい。 

 

（２） ファカルティ・ディベロップメント委員会の役割・機能の明確化 

前プロジェクトの終了時評価調査では、教育の質の維持・向上のために学科横断的な検討

委員会として委員会の立上げを提案し、その後、プロジェクト終了時までに各学科から数名

の教官が選任され委員会が立ち上げられたが、その委員会の役割や機能、年間の活動計画に

ついては明確に検討されないままになっていた。このため、新たに制定された学則のもとで、

ファカルティ・ディベロップメント委員会の位置づけや役割が整理され、プロジェクト実施

の早い段階から主体的に活動をすることが期待される。 

 

（３） 4 年制学士プログラム導入にともなう現行プログラムとのカリキュラム対照表作成 

2012 年 1 月に 4 年制学士プログラムを導入するためには、2011 年中に新カリキュラムを整

備しなければならないため、各学科の教官が主体となって、従来の 3 年制学士プログラムの

カリキュラムと新カリキュラムの対照表を作成し、具体的にどのような変更が生じるかを、

プロジェクト開始までに整理することを確認した。 

 

（４） プロジェクトを通じた支援を期待する具体的な指導科目・内容の抽出 

前プロジェクトでは、ITS との連携が効果の発現に大きく貢献したことから、本プロジェ

クトにおいても域内（インドネシア）の大学との連携・交流を想定した協力枠組みとなった。

自立的・継続的な連携体制の構築に向けては、UNTL 工学部教官自身が支援を希望する指導

科目や指導内容を明確にして自ら交渉にあたることが望ましく、プロジェクトでは、工学部

教官の提案した連携・協力内容を確認し、連携協定（Memorandum of Understanding：MOU）

の締結と実際の派遣手続きを側面的に支援することを想定している。 

 

（５） 授業評価の実施 

本プロジェクトのめざす教育の質の向上を実現するためには、現在の指導方法を教官自身

が見直す機会を設け、改善に向けた意識づけを行う必要がある。そのため、前述のファカル

ティ・ディベロップメント委員会が中心となって、学生による授業評価の実施に向けた評価

項目の検討と、各科目での実施状況の確認、評価結果の分析を行い、各教官にフィードバッ

クすることが期待される。プロジェクトではファカルティ・ディベロップメント委員会の活
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動の進捗をフォローしながら、授業評価の導入が各教官に受け入れられ、定着していくよう

指導・助言をすることが想定されている。 
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